
  

平成 17 年国勢調査 第３次基本集計結果 結果の概要 

 

平成17年 10月１日現在で実施された平成17

年国勢調査の第３次基本集計結果について、大

阪市関係分の概要を紹介する。 

 

利用上の注意 

《用語説明》 

職業 

職業… 就業者が調査期間中に実際に従事し 

ていた仕事の種類によって分類した。 

  なお、従事した仕事が２つ以上ある 

場合は、その人が主に従事した仕事の 

種類によった。 

 

職業分類は、次のとおりである。 

 専門的・技術的職業従事者 

  科学研究者 

  技術者 

  保健医療従事者 

  社会福祉専門職業従事者 

  法務従事者 

  経営専門職業従事者 

  教員 

  宗教家 

  文芸家、記者、編集者 

  美術家、写真家、デザイナー 

  音楽家、舞台芸術家 

  その他の専門的・技術的職業従事者 

 管理的職業従事者 

  管理的公務員 

  会社・団体等役員 

  その他の管理的職業従事者 

 事務従事者 

  一般事務従事者 

  外勤事務従事者 

  運輸・通信事務従事者 

  事務用機器操作員 

 販売従事者 

  商品販売従事者 

  販売類似職業従事者 

 サービス職業従事者 

  家庭生活支援サービス職業従事者 

  生活衛生サービス職業従事者 

  飲食物調理従事者 

  接客・給仕職業従事者 

  居住施設・ビル等管理人 

  その他のサービス職業従事者 

 保安職業従事者 

  保安職業従事者 

 農林漁業作業者 

  農業作業者 

  林業作業者 

  漁業作業者 

 運輸・通信従事者 

  鉄道運転従事者 

  自動車運転者 

  船舶・航空機運転従事者 

  その他の運輸従事者 

  通信従事者 

 生産工程・労務作業者 

  製造・製作作業者 

  定置機関運転・建設機械運転・電気作業者 

  採掘・建設・労務作業者 

 分類不能の職業 

  分類不能の職業 

 

母子世帯・父子世帯 

 母子世帯… 未婚、死別又は離別の女親と、

その未婚の 20 歳未満の子供のみ

から成る一般世帯（他の世帯員が

いないもの）をいう。 

 父子世帯… 未婚、死別又は離別の男親と、

その未婚の 20 歳未満の子供のみ

から成る一般世帯（他の世帯員が

いないもの）をいう。 



 

１ 職業 

 「生産工程・労務作業者」の減少が続く 

⑴ 概況 

 平成17年国勢調査における大阪市の15歳以上

就業者数（115 万 9848 人）を職業（大分類）別

にみると、「生産工程・労務作業者」（以下「生産

工程・労務」と表す。）が 31 万 459 人（総数の

26.8％）と最も多く、次いで「事務従事者」（以

下「事務」）が 23 万 8042 人（同 20.5％）、「販売

従事者」（以下「販売」）が21万 3424人（同18.4％）、

「専門的・技術的職業従事者」（以下「専門的・

技術的職業」）が 14 万 7903 人（同 12.8％）、「サ

ービス職業従事者」（以下「サービス職業」）が

14 万 5367 人（同 12.5％）となっている。 

前回と比べると、就業者が増加しているのは 

「専門的・技術的職業」が 3451 人（2.4％）増、

「サービス職業」が 3169 人（2.2％）増、「保安

職業従事者」（以下「保安職業」）が 816 人（6.6％）

増である。一方、就業者数が減少しているのは「生

産工程・労務」が４万 3896 人（12.4％）減、「販

売」が２万 9057 人（12.0％）減、「管理的職業従

事者」（以下「管理的職業」）が 7048 人（19.7％）

減などである。 

 

平成17年 12　　年

総 数 1,159,848 1,231,235 △ 71,387 △ 5.8 100.0

専門的･技術的職業従事者 147,903 144,452 3,451 2.4 12.8

管理的職業従事者 28,727 35,775 △ 7,048 △ 19.7 2.5

事務従事者 238,042 238,729 △ 687 △ 0.3 20.5

販売従事者 213,424 242,481 △ 29,057 △ 12.0 18.4

サービス職業従事者 145,367 142,198 3,169 2.2 12.5

保安職業従事者 13,242 12,426 816 6.6 1.1

農林漁業作業者 1,305 1,356 △ 51 △ 3.8 0.1

運輸･通信従事者 39,412 45,279 △ 5,867 △ 13.0 3.4

生産工程・労務作業者 310,459 354,355 △ 43,896 △ 12.4 26.8

分類不能の職業 21,967 14,184 7,783 54.9 1.9

男 661,724 725,668 △ 63,944 △ 8.8 100.0

専門的･技術的職業従事者 76,718 79,171 △ 2,453 △ 3.1 11.6

管理的職業従事者 24,037 30,138 △ 6,101 △ 20.2 3.6

事務従事者 73,480 72,096 1,384 1.9 11.1

販売従事者 137,935 158,356 △ 20,421 △ 12.9 20.8

サービス職業従事者 57,713 60,477 △ 2,764 △ 4.6 8.7

保安職業従事者 12,563 11,794 769 6.5 1.9

農林漁業作業者 1,033 1,047 △ 14 △ 1.3 0.2

運輸･通信従事者 37,938 43,472 △ 5,534 △ 12.7 5.7

生産工程・労務作業者 227,368 261,286 △ 33,918 △ 13.0 34.4

分類不能の職業 12,939 7,831 5,108 65.2 2.0

女 498,124 505,567 △ 7,443 △ 1.5 100.0

専門的･技術的職業従事者 71,185 65,281 5,904 9.0 14.3

管理的職業従事者 4,690 5,637 △ 947 △ 16.8 0.9

事務従事者 164,562 166,633 △ 2,071 △ 1.2 33.0

販売従事者 75,489 84,125 △ 8,636 △ 10.3 15.2

サービス職業従事者 87,654 81,721 5,933 7.3 17.6

保安職業従事者 679 632 47 7.4 0.1

農林漁業作業者 272 309 △ 37 △ 12.0 0.1

運輸･通信従事者 1,474 1,807 △ 333 △ 18.4 0.3

生産工程・労務作業者 83,091 93,069 △ 9,978 △ 10.7 16.7

分類不能の職業 9,028 6,353 2,675 42.1 1.8

増減数
増減率
（％）

構成比
（％）

職業（大分類）、男女別15歳以上就業者数（平成12年、17年）

就業者数
職　業（大分類）

 



  

⑵ 男女別 

 男性では「生産工程・労務」が 22 万 7368 人（男

性の 34.4％）と最も多く、次いで「販売」が 13

万 7935 人（同 20.8％）、「専門的・技術的職業」

が７万 6718 人（同 11.6％）、「事務」が７万 3480

人（同 11.1％）となっている。これに対し、女

性では「事務」が 16 万 4562 人（女性の 33.0％）

と最も多く、次いで「サービス職業」が８万 7654

人（同 17.6％）、「生産工程・労務」が８万 3091

人（同 16.7％）、「販売」が７万 5489 人（同 15.2％）

となっている。 

前回と比べると、男性では「事務」及び「保安

職業」以外の職業で就業者数が減少しており、「生

産工程・労務」が３万 3918 人（13.0％）減、「販

売」が２万 421 人（12.9％）減、「管理的職業」

が 6101 人（20.2％）減などとなっている。女性

では、「専門的・技術的職業」、「サービス職業」

及び「保安職業」以外の職業で就業者数が減少し

ており、「生産工程・労務」が 9978 人（10.7％）

減、「販売」が 8636 人（10.3％）減などとなって

いる。 

また、職業（大分類）別に男女比をみると、「管

理的職業」、「生産工程・労務」で男性の割合が高

く、「事務」、「サービス職業」で女性の割合が高

くなっている。その他、「運輸・通信」で男性が

大半を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門＝「専門的・技術的職業」 管理＝「管理的職業」 事務＝「事務」 販売＝「販売」 サービス＝「サービス

職業」 生産＝「生産工程・労務」 その他＝「保安職業」＋「農林漁業」＋「運輸・通信」＋「分類不能の職業」

職業（大分類）、男女別就業者数
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⑶ 年齢別 

 「専門的・技術的職業」では、「25～29 歳」が

15.7％と最も高く、次いで「30～34 歳」が 15.3％、

「35～39 歳」が 12.9％と、若い年齢層で割合が

高くなっている。同様に、「事務」、「販売」及び

「サービス職業」においても若い年齢層での割合

が高くなっている。「管理的職業」、「保安職業」、

「運輸・通信従事者」（以下「運輸・通信」）では

「55～59 歳」で最も割合が高くなっている。 

 

年　　齢 総　　数

専門的･
技術的
職業
従事者

管理的
職業

従事者

事務
従事者

販売
従事者

サービス
職業
従事者

保安職業
従事者

農林漁業
作業者

運輸･通信
従事者

生産工程
・労務
作業者

分類不能
の

職 業

総 数 1,159,848 147,903 28,727 238,042 213,424 145,367 13,242 1,305 39,412 310,459 21,967

15 ～ 19 歳 19,570 809 - 2,638 4,040 6,634 92 9 153 4,587 608

20 ～ 24 歳 88,438 13,415 59 17,052 17,028 19,321 834 62 1,216 17,114 2,337

25 ～ 29 歳 123,764 23,195 303 30,249 22,391 14,813 1,349 98 2,323 26,267 2,776

30 ～ 34 歳 141,977 22,680 924 35,308 25,681 13,387 1,222 122 3,921 36,208 2,524

35 ～ 39 歳 126,628 19,035 1,563 30,828 22,764 11,910 840 101 4,259 33,107 2,221

40 ～ 44 歳 116,874 18,001 2,382 28,882 21,028 11,378 995 87 3,943 28,255 1,923

45 ～ 49 歳 103,281 15,343 2,881 24,141 18,655 10,839 1,113 73 3,454 25,268 1,514

50 ～ 54 歳 112,299 12,924 3,630 22,622 19,575 12,976 1,670 104 4,669 32,431 1,698

55 ～ 59 歳 135,610 10,654 5,336 23,218 23,837 17,280 2,190 150 7,434 43,389 2,122

60 ～ 64 歳 90,298 4,879 4,139 11,672 15,202 13,034 1,716 142 5,187 32,708 1,619

65 ～ 69 歳 52,006 2,621 2,840 5,821 9,994 7,677 863 136 2,062 18,757 1,235

70 ～ 74 歳 27,998 1,987 2,203 3,174 6,722 3,676 259 100 657 8,471 749

75 ～ 79 歳 13,255 1,534 1,453 1,583 3,844 1,540 81 74 118 2,675 353

80 ～ 84 歳 5,523 603 696 649 1,832 616 11 33 13 904 166

85 歳 以 上 2,327 223 318 205 831 286 7 14 3 318 122

( 再 掲 )

65歳以上 101,109 6,968 7,510 11,432 23,223 13,795 1,221 357 2,853 31,125 2,625

65～74歳 80,004 4,608 5,043 8,995 16,716 11,353 1,122 236 2,719 27,228 1,984

75歳以上 21,105 2,360 2,467 2,437 6,507 2,442 99 121 134 3,897 641

構成比(%)

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

15 ～ 19 歳 1.7 0.5 - 1.1 1.9 4.6 0.7 0.7 0.4 1.5 2.8

20 ～ 24 歳 7.6 9.1 0.2 7.2 8.0 13.3 6.3 4.8 3.1 5.5 10.6

25 ～ 29 歳 10.7 15.7 1.1 12.7 10.5 10.2 10.2 7.5 5.9 8.5 12.6

30 ～ 34 歳 12.2 15.3 3.2 14.8 12.0 9.2 9.2 9.3 9.9 11.7 11.5

35 ～ 39 歳 10.9 12.9 5.4 13.0 10.7 8.2 6.3 7.7 10.8 10.7 10.1

40 ～ 44 歳 10.1 12.2 8.3 12.1 9.9 7.8 7.5 6.7 10.0 9.1 8.8

45 ～ 49 歳 8.9 10.4 10.0 10.1 8.7 7.5 8.4 5.6 8.8 8.1 6.9

50 ～ 54 歳 9.7 8.7 12.6 9.5 9.2 8.9 12.6 8.0 11.8 10.4 7.7

55 ～ 59 歳 11.7 7.2 18.6 9.8 11.2 11.9 16.5 11.5 18.9 14.0 9.7

60 ～ 64 歳 7.8 3.3 14.4 4.9 7.1 9.0 13.0 10.9 13.2 10.5 7.4

65 ～ 69 歳 4.5 1.8 9.9 2.4 4.7 5.3 6.5 10.4 5.2 6.0 5.6

70 ～ 74 歳 2.4 1.3 7.7 1.3 3.1 2.5 2.0 7.7 1.7 2.7 3.4

75 ～ 79 歳 1.1 1.0 5.1 0.7 1.8 1.1 0.6 5.7 0.3 0.9 1.6

80 ～ 84 歳 0.5 0.4 2.4 0.3 0.9 0.4 0.1 2.5 0.0 0.3 0.8

85 歳 以 上 0.2 0.2 1.1 0.1 0.4 0.2 0.1 1.1 0.0 0.1 0.6

( 再 掲 )

65歳以上 8.7 4.7 26.1 4.8 10.9 9.5 9.2 27.4 7.2 10.0 11.9

65～74歳 6.9 3.1 17.6 3.8 7.8 7.8 8.5 18.1 6.9 8.8 9.0

75歳以上 1.8 1.6 8.6 1.0 3.0 1.7 0.7 9.3 0.3 1.3 2.9

職業（大分類）、年齢（５歳階級）別15歳以上就業者数

 



  

⑷ 区別 

 北区、福島区、阿倍野区では「事務」、中央区、

西区、天王寺区、浪速区では「販売」が最も多く、

それぞれの区の就業者数の 20％以上を占めてい

る。それ以外の 17 区では「生産工程・労務」が

最も多くなっているが、特に南部、東部及び臨海

部で割合が高く、平野区が 35.8％、生野区が

34.6％、西淀川区が 34.5％など７区で 30％を超

えている。 

 また、「サービス職業」については、浪速区が

20.0％と唯一 20％を上回っている。その他、「管

理的職業」で市域中心部を中心に割合が高くなっ

ている。 

 

 

総　　数

専門的･
技術的
職業
従事者

管理的
職業

従事者

事務
従事者

販売
従事者

サービス
職業
従事者

保安職業
従事者

農林漁業
作業者

運輸･通信
従事者

生産工程
・労務
作業者

分類不能
の

職 業

大 阪 市 1,159,848 147,903 28,727 238,042 213,424 145,367 13,242 1,305 39,412 310,459 21,967

北 区 46,609 7,503 1,674 10,103 9,410 7,166 465 18 798 7,860 1,612

都 島 区 45,500 6,880 1,208 10,165 8,251 5,445 789 24 1,257 10,185 1,296

福 島 区 29,254 3,902 799 6,536 6,107 3,810 278 12 715 6,473 622

此 花 区 29,207 2,920 507 6,012 4,474 3,299 314 39 1,595 9,848 199

中 央 区 30,328 5,234 1,740 6,476 7,014 4,571 339 8 327 3,817 802

西 区 32,487 4,625 1,350 7,312 7,391 4,557 228 14 613 5,517 880

港 区 38,433 4,173 781 7,915 6,158 4,619 454 31 1,906 11,613 783

大 正 区 33,127 2,850 588 6,423 5,318 3,922 374 15 2,129 11,306 202

天 王 寺 区 29,284 5,776 1,506 6,200 6,268 3,790 243 15 330 4,438 718

浪 速 区 20,361 2,190 651 3,124 4,448 4,076 204 11 469 4,135 1,053

西 淀 川 区 43,766 4,521 762 8,810 7,092 4,470 425 37 1,948 15,094 607

淀 川 区 80,275 10,600 1,861 17,322 15,844 10,033 820 79 2,382 19,612 1,722

東 淀 川 区 78,286 9,441 1,217 15,688 14,004 9,717 930 95 3,223 22,185 1,786

東 成 区 37,246 4,361 910 7,741 6,949 4,516 413 22 892 10,767 675

生 野 区 59,586 5,873 1,171 10,301 10,618 7,877 482 55 1,862 20,640 707

旭 区 42,726 6,051 1,021 8,699 7,516 5,105 593 35 1,410 11,353 943

城 東 区 75,298 10,575 1,573 16,815 13,271 8,675 1,166 71 2,536 19,966 650

鶴 見 区 48,574 5,704 987 10,257 8,208 4,583 465 96 2,216 15,077 981

阿 倍 野 区 47,199 8,735 2,007 10,879 9,668 5,925 501 25 872 8,189 398

住 之 江 区 58,781 6,427 1,143 13,173 10,234 6,875 919 61 2,968 16,321 660

住 吉 区 66,996 9,475 1,575 14,014 12,718 9,072 798 134 2,171 15,503 1,536

東 住 吉 区 58,470 7,857 1,371 11,868 11,227 7,082 620 118 1,774 15,625 928

平 野 区 83,967 8,756 1,693 15,762 13,599 9,232 781 245 3,477 30,026 396

西 成 区 44,088 3,474 632 6,447 7,637 6,950 641 45 1,542 14,909 1,811

構 成 比 (%)

大 阪 市 100.0 12.8 2.5 20.5 18.4 12.5 1.1 0.1 3.4 26.8 1.9

北 区 100.0 16.1 3.6 21.7 20.2 15.4 1.0 0.0 1.7 16.9 3.5

都 島 区 100.0 15.1 2.7 22.3 18.1 12.0 1.7 0.1 2.8 22.4 2.8

福 島 区 100.0 13.3 2.7 22.3 20.9 13.0 1.0 0.0 2.4 22.1 2.1

此 花 区 100.0 10.0 1.7 20.6 15.3 11.3 1.1 0.1 5.5 33.7 0.7

中 央 区 100.0 17.3 5.7 21.4 23.1 15.1 1.1 0.0 1.1 12.6 2.6

西 区 100.0 14.2 4.2 22.5 22.8 14.0 0.7 0.0 1.9 17.0 2.7

港 区 100.0 10.9 2.0 20.6 16.0 12.0 1.2 0.1 5.0 30.2 2.0

大 正 区 100.0 8.6 1.8 19.4 16.1 11.8 1.1 0.0 6.4 34.1 0.6

天 王 寺 区 100.0 19.7 5.1 21.2 21.4 12.9 0.8 0.1 1.1 15.2 2.5

浪 速 区 100.0 10.8 3.2 15.3 21.8 20.0 1.0 0.1 2.3 20.3 5.2

西 淀 川 区 100.0 10.3 1.7 20.1 16.2 10.2 1.0 0.1 4.5 34.5 1.4

淀 川 区 100.0 13.2 2.3 21.6 19.7 12.5 1.0 0.1 3.0 24.4 2.1

東 淀 川 区 100.0 12.1 1.6 20.0 17.9 12.4 1.2 0.1 4.1 28.3 2.3

東 成 区 100.0 11.7 2.4 20.8 18.7 12.1 1.1 0.1 2.4 28.9 1.8

生 野 区 100.0 9.9 2.0 17.3 17.8 13.2 0.8 0.1 3.1 34.6 1.2

旭 区 100.0 14.2 2.4 20.4 17.6 11.9 1.4 0.1 3.3 26.6 2.2

城 東 区 100.0 14.0 2.1 22.3 17.6 11.5 1.5 0.1 3.4 26.5 0.9

鶴 見 区 100.0 11.7 2.0 21.1 16.9 9.4 1.0 0.2 4.6 31.0 2.0

阿 倍 野 区 100.0 18.5 4.3 23.0 20.5 12.6 1.1 0.1 1.8 17.3 0.8

住 之 江 区 100.0 10.9 1.9 22.4 17.4 11.7 1.6 0.1 5.0 27.8 1.1

住 吉 区 100.0 14.1 2.4 20.9 19.0 13.5 1.2 0.2 3.2 23.1 2.3

東 住 吉 区 100.0 13.4 2.3 20.3 19.2 12.1 1.1 0.2 3.0 26.7 1.6

平 野 区 100.0 10.4 2.0 18.8 16.2 11.0 0.9 0.3 4.1 35.8 0.5

西 成 区 100.0 7.9 1.4 14.6 17.3 15.8 1.5 0.1 3.5 33.8 4.1

 職業（大分類）、区別15歳以上就業者数

 



 

⑸ 産業（大分類）別 

 産業（大分類）別に各職業に従事する就業者数

をみると、「建設業」、「製造業」では「生産工程・

労務」がそれぞれ 69.5％、63.3％と最も高くな

っている。「教育、学習支援業」では「専門的・

技術的職業」、「飲食店、宿泊業」では「サービス

職業」がそれぞれ 74.7％、75.3％と最も高く、

全体の約４分の３を占めている。「金融・保険業」

では「事務」が 54.0％、「販売」が 40.8％と、こ

の２つの職業で全体の約 95％を占めている。ま

た、「複合サービス事業」、「公務（他に分類され

ないもの）」では「事務」、「卸売・小売業」では

「販売」が最も高く、全体の過半数を占めている。 

 

 

産　　業　（大　分　類） 総　　数

専門的･
技術的
職業
従事者

管理的
職業

従事者

事務
従事者

販売
従事者

サービス
職業
従事者

保安職業
従事者

農林漁業
作業者

運輸･通信
従事者

生産工程
・労務
作業者

分類不能
の

職 業

総 数 1,159,848 147,903 28,727 238,042 213,424 145,367 13,242 1,305 39,412 310,459 21,967

農 業 933 13 9 38 40 2 - 787 1 42 1

林 業 54 2 3 34 - 2 - 12 - 1 -

漁 業 65 - 3 3 - - - 54 1 4 -

鉱 業 51 1 4 8 4 - - - 7 26 1

建 設 業 93,412 4,668 3,345 13,281 6,241 152 59 112 621 64,922 11

製 造 業 196,542 9,234 7,256 35,483 18,535 440 169 26 998 124,373 28

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 4,018 421 39 1,506 290 5 14 - 13 1,730 -

情 報 通 信 業 35,807 17,046 817 11,027 4,103 71 8 - 368 2,352 15

運 輸 業 66,478 471 1,449 13,435 2,079 423 223 1 31,386 17,000 11

卸 売 ・ 小 売 業 245,096 4,784 7,109 55,107 130,175 5,785 128 63 948 40,951 46

金 融 ・ 保 険 業 26,582 356 595 14,353 10,836 211 23 - 58 148 2

不 動 産 業 30,798 236 2,233 6,883 11,305 7,771 161 9 39 2,151 10

飲 食 店 、 宿 泊 業 93,477 280 771 4,224 13,860 70,370 22 2 53 3,880 15

医 療 、 福 祉 96,003 53,679 636 14,729 385 24,066 123 8 539 1,824 14

教 育 、 学 習 支 援 業 38,590 28,833 319 5,822 399 1,655 86 51 241 1,174 10

複 合 サ ー ビ ス 事 業 7,936 41 201 4,652 615 29 16 13 2,262 107 -

サービス業（他に分類されないもの） 183,855 26,812 3,617 46,278 14,299 34,275 7,425 147 1,671 48,925 406

公 務 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の ) 17,448 1,001 280 10,450 - 58 4,782 19 198 659 1

分 類 不 能 の 産 業 22,703 25 41 729 258 52 3 1 8 190 21,396

構成比(%)

総 数 100.0 12.8 2.5 20.5 18.4 12.5 1.1 0.1 3.4 26.8 1.9

農 業 100.0 1.4 1.0 4.1 4.3 0.2 - 84.4 0.1 4.5 0.1

林 業 100.0 3.7 5.6 63.0 - 3.7 - 22.2 - 1.9 -

漁 業 100.0 - 4.6 4.6 - - - 83.1 1.5 6.2 -

鉱 業 100.0 2.0 7.8 15.7 7.8 - - - 13.7 51.0 2.0

建 設 業 100.0 5.0 3.6 14.2 6.7 0.2 0.1 0.1 0.7 69.5 0.0

製 造 業 100.0 4.7 3.7 18.1 9.4 0.2 0.1 0.0 0.5 63.3 0.0

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 100.0 10.5 1.0 37.5 7.2 0.1 0.3 - 0.3 43.1 -

情 報 通 信 業 100.0 47.6 2.3 30.8 11.5 0.2 0.0 - 1.0 6.6 0.0

運 輸 業 100.0 0.7 2.2 20.2 3.1 0.6 0.3 0.0 47.2 25.6 0.0

卸 売 ・ 小 売 業 100.0 2.0 2.9 22.5 53.1 2.4 0.1 0.0 0.4 16.7 0.0

金 融 ・ 保 険 業 100.0 1.3 2.2 54.0 40.8 0.8 0.1 - 0.2 0.6 0.0

不 動 産 業 100.0 0.8 7.3 22.3 36.7 25.2 0.5 0.0 0.1 7.0 0.0

飲 食 店 、 宿 泊 業 100.0 0.3 0.8 4.5 14.8 75.3 0.0 0.0 0.1 4.2 0.0

医 療 、 福 祉 100.0 55.9 0.7 15.3 0.4 25.1 0.1 0.0 0.6 1.9 0.0

教 育 、 学 習 支 援 業 100.0 74.7 0.8 15.1 1.0 4.3 0.2 0.1 0.6 3.0 0.0

複 合 サ ー ビ ス 事 業 100.0 0.5 2.5 58.6 7.7 0.4 0.2 0.2 28.5 1.3 -

サービス業（他に分類されないもの） 100.0 14.6 2.0 25.2 7.8 18.6 4.0 0.1 0.9 26.6 0.2

公 務 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の ) 100.0 5.7 1.6 59.9 - 0.3 27.4 0.1 1.1 3.8 0.0

分 類 不 能 の 産 業 100.0 0.1 0.2 3.2 1.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.8 94.2

産業（大分類）、 職業（大分類）別15歳以上就業者数

 



 

２ 就業時間 
 平均週間就業時間は「運輸・通信」が最も長

い 
 平成 17 年国勢調査における 15 歳以上就業者

の平均週間就業時間は 41.6 時間で、男女別では、

男性が 46.6 時間、女性が 35.0 時間となってい

る。職業別にみると、「運輸・通信」が 48.3 時

間と最も長く、次いで「保安職業」が 45.4 時間、

「販売」が 44.7 時間となっている。 

 男女別に職業（大分類）別平均週間就業時間

をみると、男性では、「販売」が 48.8 時間と最

も長く、次いで「運輸・通信」が 48.7 時間、「サ

ービス職業」が 47.6 時間となっている。女性で

は、「保安職業」が 40.6 時間と最も長く、次い

で「専門的・技術的職業」が 37.9 時間、「運輸・

通信」が 37.8 時間となっている。 

 
３ 夫婦の労働力状態 
 夫婦とも「生産工程・労務」が最も多い 
 夫、妻ともに就業している夫婦数は20万7039

組で、前回（21 万 531 組）と比べて 3492 組

（1.7％）の減少となっている。職業（大分類）

別の組み合わせをみると、夫婦の職業がともに

「生産工程・労務」が２万 2615 組（総数の

10.9％）と最も多く、次いで夫の職業が「生産

工程・労務」、妻の職業が「事務」が２万 1086

組（同 10.2％）、夫の職業が「販売」、妻の職業

が「事務」が１万 8294 組（同 8.8％）となって

いる。 

 

（単位：時間）

職　　業　　（大　　分　　類） 総　数 男 女

総 数 41.6 46.6 35.0

専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 42.6 46.8 37.9

管 理 的 職 業 従 事 者 44.5 46.4 34.8

事 務 従 事 者 38.3 44.8 35.3

販 売 従 事 者 44.7 48.8 37.3

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 39.1 47.6 33.5

保 安 職 業 従 事 者 45.4 45.6 40.6

農 林 漁 業 作 業 者 38.0 39.9 30.9

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 48.3 48.7 37.8

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 41.7 45.3 31.6

分 類 不 能 の 職 業 38.4 42.3 33.1

職業（大分類）、男女別平均週間就業時間

専門的･
技術的
職業

従事者

管理的
職業

従事者

事務
従事者

販売
従事者

サービス
職業
従事者

保安職業
従事者

農林漁業
作業者

運輸
･通信
従事者

生産
工程・
労務

作業者

分類不能
の職業

207,039 26,863 2,287 69,939 28,199 36,262 203 147 502 39,417 3,220

専門的・技術的職業従事者 24,203 9,320 208 8,720 1,681 2,202 14 4 35 1,913 106

管 理 的 職 業 従 事 者 10,231 792 1,697 5,334 837 740 2 2 5 777 45

事 務 従 事 者 20,255 3,453 70 9,445 2,008 2,524 11 5 53 2,560 126

販 売 従 事 者 48,247 4,343 166 18,294 12,975 6,702 18 13 84 5,396 256

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 18,308 1,053 30 2,691 1,469 11,158 4 1 17 1,803 82

保 安 職 業 従 事 者 3,383 474 8 887 411 611 118 1 8 838 27

農 林 漁 業 作 業 者 330 35 1 66 27 46 - 98 2 53 2

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 11,611 1,130 23 3,216 1,412 2,313 11 3 143 3,249 111

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 67,605 6,176 81 21,086 7,249 9,783 25 20 150 22,615 420

分 類 不 能 の 職 業 2,866 87 3 200 130 183 - - 5 213 2,045

就 業 者

妻　　の　　職　　業　（　大　分　類　）

夫
　
の
　
職
　
業
　
（

大
　
分
　
類
）

夫の職業（大分類）、妻の職業（大分類）別夫婦数

就業者



 

４ 高齢単身者の職業 

 「サービス職業」の増加が最も多い 

 平成 17 年国勢調査における就業している高

齢単身者は１万 8054 人で、前回（１万 6569 人）

と比べて 1485 人（9.0％）の増加となっている。 

 就業している高齢単身者を職業（大分類）別

にみると、「生産工程・労務」が 4921 人（就業

している高齢単身者の 27.3％）と最も多く、次

いで「販売」が 4265 人（同 23.6％）、「サービ

ス職業」が 2887 人（同 16.0％）となっている。 

前回と比べると、「管理的職業」を除くすべて

の職業で就業者数が増加しており、「サービス職

業」が 350 人（13.8％）増、「運輸・通信」が

273 人（105.0％）増などとなっている。 

 男女別にみると、男性では、「生産工程・労務」

が 2261 人（就業している男性高齢単身者の

34.1％）と最も多く、次いで「販売」が 1168

人（同 17.6％）、「サービス職業」が 588 人（同

8.9％）となっている。女性では、「販売」が 3097

人（就業している女性高齢単身者の 27.1％）と

最も多く、次いで「生産工程・労務」が 2660

人（同 23.3％）、「サービス職業」が 2299 人（同

20.1％）となっている。 

 

職　　　業　（　大　分　類　） 平成17年 12年 増減数 増減率(%)

総 数 18,054 16,569 1,485 9.0

専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 1,443 1,434 9 0.6

管 理 的 職 業 従 事 者 1,083 1,214 △ 131 △ 10.8

事 務 従 事 者 2,108 1,846 262 14.2

販 売 従 事 者 4,265 4,107 158 3.8

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 2,887 2,537 350 13.8

保 安 職 業 従 事 者 260 253 7 2.8

農 林 漁 業 作 業 者 31 15 16 106.7

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 533 260 273 105.0

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 4,921 4,700 221 4.7

分 類 不 能 の 職 業 523 203 320 157.6

男 6,627 5,788 839 14.5

専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 541 507 34 6.7

管 理 的 職 業 従 事 者 561 549 12 2.2

事 務 従 事 者 438 361 77 21.3

販 売 従 事 者 1,168 1,078 90 8.3

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 588 546 42 7.7

保 安 職 業 従 事 者 250 247 3 1.2

農 林 漁 業 作 業 者 24 11 13 118.2

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 524 255 269 105.5

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 2,261 2,133 128 6.0

分 類 不 能 の 職 業 272 101 171 169.3

女 11,427 10,781 646 6.0

専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 902 927 △ 25 △ 2.7

管 理 的 職 業 従 事 者 522 665 △ 143 △ 21.5

事 務 従 事 者 1,670 1,485 185 12.5

販 売 従 事 者 3,097 3,029 68 2.2

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 2,299 1,991 308 15.5

保 安 職 業 従 事 者 10 6 4 66.7

農 林 漁 業 作 業 者 7 4 3 75.0

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 9 5 4 80.0

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 2,660 2,567 93 3.6

分 類 不 能 の 職 業 251 102 149 146.1

注　高齢単身世帯とは、65歳以上の者一人のみの一般世帯（他の世帯員がいない
　　もの）をいう。

職業（大分類）、男女別就業している高齢単身者数（平成12年、17年）



  

５ 母子・父子世帯の状況 

 母子世帯数が大幅に増加 

 平成 17 年国勢調査における母子世帯数は２

万 4184 世帯（一般世帯数の 2.0％）で、母子世

帯人員は６万 4874 人（一般世帯人員の 2.5％）

となっている。父子世帯数は 2546 世帯（一般世

帯数の 0.2％）、父子世帯人員は 6622 人（一般

世帯人員の 0.3％）となっている。前回と比べ

ると、母子世帯数は 4513 世帯（22.9％）増、父

子世帯数は 143 世帯（6.0％）増となっている。 

区別にみると、母子世帯は平野区が 2749 世帯

（母子世帯数の 11.4％）、東淀川区が 1891 世帯

（同 7.8％）、住吉区が 1767 世帯（同 7.3％）、

住之江区が 1511 世帯（同 6.2％）と人口の多い

区で多くなっている。父子世帯では、平野区が

287 世帯（父子世帯数の 11.3％）、東淀川区が

174 世帯（同 6.8％）、住吉区が 172 世帯（同

6.8％）、淀川区が 148 世帯（同 5.8％）となっ

ている。前回と比べると、母子世帯は平野区が

714世帯（35.1％）増、住吉区が383世帯（27.7％）

増など 21 区で増加している。父子世帯は、平野

区が 58 世帯（25.3％）増、住吉区が 38 世帯

（28.4％）増など 15 区で増加している。 

 

 

平成17年 12年 増減数 増減率(%) 17年 12年 増減数 増減率(%)

大 阪 市 24,184 19,671 4,513 22.9 2,546 2,403 143 6.0

(64,874) (52,310) (12,564) (24.0) (6,622) (6,238) (384) (6.2)

北　　区 674 604 70 11.6 62 61 1 1.6

都 島 区 760 648 112 17.3 81 69 12 17.4

福 島 区 385 301 84 27.9 46 49 △ 3 △ 6.1

此 花 区 629 546 83 15.2 81 76 5 6.6

中 央 区 388 409 △ 21 △ 5.1 33 34 △ 1 △ 2.9

西　　区 496 542 △ 46 △ 8.5 38 52 △ 14 △ 26.9

港　　区 819 654 165 25.2 91 100 △ 9 △ 9.0

大 正 区 741 592 149 25.2 94 89 5 5.6

天王寺区 582 486 96 19.8 59 42 17 40.5

浪 速 区 415 358 57 15.9 44 35 9 25.7

西淀川区 686 542 144 26.6 100 95 5 5.3

淀 川 区 1,415 1,142 273 23.9 148 128 20 15.6

東淀川区 1,891 1,586 305 19.2 174 164 10 6.1

東 成 区 654 527 127 24.1 53 87 △ 34 △ 39.1

生 野 区 1,311 1,051 260 24.7 133 149 △ 16 △ 10.7

旭　　区 766 591 175 29.6 91 90 1 1.1

城 東 区 1,360 1,088 272 25.0 138 141 △ 3 △ 2.1

鶴 見 区 1,061 745 316 42.4 131 106 25 23.6

阿倍野区 823 612 211 34.5 94 59 35 59.3

住之江区 1,511 1,171 340 29.0 144 166 △ 22 △ 13.3

住 吉 区 1,767 1,384 383 27.7 172 134 38 28.4

東住吉区 1,245 975 270 27.7 116 108 8 7.4

平 野 区 2,749 2,035 714 35.1 287 229 58 25.3

西 成 区 1,056 1,082 △ 26 △ 2.4 136 140 △ 4 △ 2.9

注　(　）は母子（父子）世帯人員

母 子 世 帯 数 父 子 世 帯 数

区別母子世帯数及び父子世帯数

 

 



 

６ 外国人の就業者の職業 
 「生産工程・労務」が最も多い 

 平成 17 年国勢調査における、大阪市に常住す

る外国人の 15 歳以上就業者は４万 791 人で、前

回（４万 5025 人）と比べて 4234 人（9.4％）の

減少となっている。 

これを職業（大分類）別にみると、「生産工程・

労務」が１万 3473 人と最も多く、外国人の 15

歳以上就業者の 33.0％を占めている。次いで

「販売」が 6992 人（外国人の 15 歳以上就業者

の 17.1％）、「サービス職業」が 6334 人（同

15.5％）となっている。 

 前回と比べると、「専門的・技術的職業」、「保

安職業」以外（「分類不能の職業」を除く）で就

業者数が減少しており、「生産工程・労務」が

2850 人（17.5％）減、「販売」が 1312 人（15.8％）

減、「サービス職業」が 413 人（6.1％）減など

となっている。 

 

構成比(%)

総 数 40,791 100.0 45,025 △ 4,234 △ 9.4

専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 4,884 12.0 4,290 594 13.8

管 理 的 職 業 従 事 者 1,072 2.6 1,426 △ 354 △ 24.8

事 務 従 事 者 5,346 13.1 5,606 △ 260 △ 4.6

販 売 従 事 者 6,992 17.1 8,304 △ 1,312 △ 15.8

サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 6,334 15.5 6,747 △ 413 △ 6.1

保 安 職 業 従 事 者 163 0.4 138 25 18.1

農 林 漁 業 作 業 者 17 0.0 22 △ 5 △ 22.7

運 輸 ・ 通 信 従 事 者 1,276 3.1 1,526 △ 250 △ 16.4

生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者 13,473 33.0 16,323 △ 2,850 △ 17.5

分 類 不 能 の 職 業 1,234 3.0 643 591 91.9

職業（大分類）別15歳以上外国人就業者数

12年 増減数 増減率(%)
平成17年

職　　業　（　大　分　類　）

 


